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新宿区社会福祉協議会
経営改革・事業見直しに関する取り組み

暮らす一人ひとりがその人らしく生活を送れるよう、住民参加によってサポートしていく
自立支援事業の立上げをめざしています。
　現行の在宅サービス事業を都内各区市町村社協や介護保険の動向等、事業経営の観点か
ら検討し、専門調査機関による調査・経営的提案を加え、検討していきたいため、都社協
との共同研究として受託しました。

₇ 事業内容

【18 年度】
平成 19 年度からの新規在宅サービス事業の立ち上げと既存の在宅サービス事業のソ
フトランディングのための検討データとするため、コンサルティング会社に現状分析と
介護保険の今後の動向や新たな住民ニーズ等のマーケティングなどを依頼しました。
事務局には、職員による全課を横断するプロジェクトチームを立ち上げ、東社協、コ
ンサルティング会社等と共同作業をすすめ、18 年度末に「業務報告書」をまとめ、新
規事業の考え方や方向性を明らかにしました。

【19 年度】
昨年度取りまとめ、今後の検討の指針を示した業務報告書をもとに、新宿社協すべて
の部署から職員が参加してプロジェクトチーム（以下「ＰＴ」という。）を設置し、検
討を行いました。
検討の結果提案した新事業方向性・イメージ案について、職員や既存サービス利用会
員・協力会員を始め民生委員等、関係者へ周知し、意見収集を行いました。さらに、そ
の収集結果と当社協地域福祉推進部会等の意見を基に課題整理を行いました。それらを
踏まえて、再度、ＰＴにて新事業イメージを再検討し、新事業の方向性と仕組み案とし
てまとめました。

₈ 事業の課題及び成果・効果

【18 年度】
　「業務報告書」の作成により、新規事業立上げ及び既存事業のソフトランディングに
向けて平成 19 年度・20 年度の検討・準備事務をすすめるための考え方、方向性が明ら
かになり、19 年度から発足する社協内ＰＴ・東社協との協働ワークグループの具体的
な検討材料を整えました。

【19 年度】
新事業を実施していくための要となる社協職員に「トータルなコミュニティケアをマ
ネジメントする機能」について具体的にイメージしてもらうため、新事業のイメージに
近い駒ヶ根社協の「宅福便」事業担当コーディネーターに内部研修として講演を依頼し、
新事業のイメージを共有しました。
また、介護保険との連携をはかるため、検討会議にケアマネージャーも参加を依頼。
情報共有をはかるための「社協サポート相談票案」の作成を通して、社協の支え合い事
業の現状理解が促進されました。
今回、社協と関わりのある多くの関係者に、方向性案を周知したことで、課題の投げ
かけの機会となり、収集した多くの意見等を踏まえ、今後の新事業の具体化に向けた検
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実践報告

「在宅福祉サービス事業の見直しと
新事業の立上げ検討の取り組み」

～地域でささえあえる住民主体のしくみづくりを目指して～

₁ 事業名：「在宅福祉サービス事業の見直しと新事業の立上げ検討の取り組み」
　 　　　　　～地域でささえあえる住民主体のしくみづくりを目指して～

₂ 実施期間：平成１８～１９年度

₃ 実施社協
　　  社会福祉法人新宿区社会福祉協議会　在宅生活支援課
　　  〒１６９－００７５　新宿区高田馬場１－１７－２０
　　  ＴＥＬ０３－５２７３－３５４１／ＦＡＸ０３－５２７３－３０８２

₄ 新宿区の特色
　新宿区は東京都 23 区部の中央に位置し、面積は 18.23km、周囲約 29.4km、東西約 6.5km、
南北約 6.3km で、23 区の３％を占め、13 番目の広さです。
　地形は台地と低地からなり、四谷・牛込・角筈・柏木・大久保・戸塚・落合などの台
地の間に低地が入り組み、比較的坂道の多いところです。
　新宿区の人口は平成 19 年 3 月１日現在 276,907 人で、昭和 38 年の 1 月 1 日現在の 
395,399 人以来減少を続け、平成９年の 262,182 人を境に僅かながら増加しているが、人
口・世帯の流動は激しく、年間に約４分の１の世帯が移動をしていて、昼間人口は夜間
人口の約３倍もあります。単身世帯の多いことも特徴で、全世帯の半数を占めます。
　また、６５歳以上の人口は 53,629 人で 19.4%を占め、5.1 人に１人が高齢者となって
います。外国人登録人口は新宿区が最も多く、30,296 人で、その３分の２以上が韓国・
朝鮮・中国籍です。路上生活者の数は平成１６年２月の調査で２３区中最多となり、８
月の調査で 1,102 人まで増加したが平成１７年８月には 463 人と大幅に減少してきてい
ますが、台東区・墨田区・渋谷区に次いで４番目に多くなっています。

₅ 総経費
　１８年度：２，９８２，０００円（うち助成金額１，５００，０００円）
　１９年度：１６，６９０円（うち助成金額０円）

₆ 取り組みのねらいや背景
　既存の有償在宅福祉サービス事業を廃止し、日常生活に支障がある方を対象に、行政
施策や民間の各種サービス等を有効に活用し、地域での支えあいを背景として、地域で
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新宿区社会福祉協議会
経営改革・事業見直しに関する取り組み
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自立支援事業の立上げをめざしています。
　現行の在宅サービス事業を都内各区市町村社協や介護保険の動向等、事業経営の観点か
ら検討し、専門調査機関による調査・経営的提案を加え、検討していきたいため、都社協
との共同研究として受託しました。

₇ 事業内容

【18 年度】
平成 19 年度からの新規在宅サービス事業の立ち上げと既存の在宅サービス事業のソ
フトランディングのための検討データとするため、コンサルティング会社に現状分析と
介護保険の今後の動向や新たな住民ニーズ等のマーケティングなどを依頼しました。
事務局には、職員による全課を横断するプロジェクトチームを立ち上げ、東社協、コ
ンサルティング会社等と共同作業をすすめ、18 年度末に「業務報告書」をまとめ、新
規事業の考え方や方向性を明らかにしました。

【19 年度】
昨年度取りまとめ、今後の検討の指針を示した業務報告書をもとに、新宿社協すべて
の部署から職員が参加してプロジェクトチーム（以下「ＰＴ」という。）を設置し、検
討を行いました。
検討の結果提案した新事業方向性・イメージ案について、職員や既存サービス利用会
員・協力会員を始め民生委員等、関係者へ周知し、意見収集を行いました。さらに、そ
の収集結果と当社協地域福祉推進部会等の意見を基に課題整理を行いました。それらを
踏まえて、再度、ＰＴにて新事業イメージを再検討し、新事業の方向性と仕組み案とし
てまとめました。

₈ 事業の課題及び成果・効果

【18 年度】
　「業務報告書」の作成により、新規事業立上げ及び既存事業のソフトランディングに
向けて平成 19 年度・20 年度の検討・準備事務をすすめるための考え方、方向性が明ら
かになり、19 年度から発足する社協内ＰＴ・東社協との協働ワークグループの具体的
な検討材料を整えました。

【19 年度】
新事業を実施していくための要となる社協職員に「トータルなコミュニティケアをマ
ネジメントする機能」について具体的にイメージしてもらうため、新事業のイメージに
近い駒ヶ根社協の「宅福便」事業担当コーディネーターに内部研修として講演を依頼し、
新事業のイメージを共有しました。
また、介護保険との連携をはかるため、検討会議にケアマネージャーも参加を依頼。
情報共有をはかるための「社協サポート相談票案」の作成を通して、社協の支え合い事
業の現状理解が促進されました。
今回、社協と関わりのある多くの関係者に、方向性案を周知したことで、課題の投げ
かけの機会となり、収集した多くの意見等を踏まえ、今後の新事業の具体化に向けた検
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実践報告
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新事業の立上げ検討の取り組み」

～地域でささえあえる住民主体のしくみづくりを目指して～

₁ 事業名：「在宅福祉サービス事業の見直しと新事業の立上げ検討の取り組み」
　 　　　　　～地域でささえあえる住民主体のしくみづくりを目指して～
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₃ 実施社協
　　  社会福祉法人新宿区社会福祉協議会　在宅生活支援課
　　  〒１６９－００７５　新宿区高田馬場１－１７－２０
　　  ＴＥＬ０３－５２７３－３５４１／ＦＡＸ０３－５２７３－３０８２
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　新宿区は東京都 23 区部の中央に位置し、面積は 18.23km、周囲約 29.4km、東西約 6.5km、
南北約 6.3km で、23 区の３％を占め、13 番目の広さです。
　地形は台地と低地からなり、四谷・牛込・角筈・柏木・大久保・戸塚・落合などの台
地の間に低地が入り組み、比較的坂道の多いところです。
　新宿区の人口は平成 19 年 3 月１日現在 276,907 人で、昭和 38 年の 1 月 1 日現在の 
395,399 人以来減少を続け、平成９年の 262,182 人を境に僅かながら増加しているが、人
口・世帯の流動は激しく、年間に約４分の１の世帯が移動をしていて、昼間人口は夜間
人口の約３倍もあります。単身世帯の多いことも特徴で、全世帯の半数を占めます。
　また、６５歳以上の人口は 53,629 人で 19.4%を占め、5.1 人に１人が高齢者となって
います。外国人登録人口は新宿区が最も多く、30,296 人で、その３分の２以上が韓国・
朝鮮・中国籍です。路上生活者の数は平成１６年２月の調査で２３区中最多となり、８
月の調査で 1,102 人まで増加したが平成１７年８月には 463 人と大幅に減少してきてい
ますが、台東区・墨田区・渋谷区に次いで４番目に多くなっています。

₅ 総経費
　１８年度：２，９８２，０００円（うち助成金額１，５００，０００円）
　１９年度：１６，６９０円（うち助成金額０円）

₆ 取り組みのねらいや背景
　既存の有償在宅福祉サービス事業を廃止し、日常生活に支障がある方を対象に、行政
施策や民間の各種サービス等を有効に活用し、地域での支えあいを背景として、地域で
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新宿区社会福祉協議会
経営改革・事業見直しに関する取り組み

平成２０年３月

「安心 ･ 安全のための自立支援事業 ( 仮称 )」の立ち上げに向けて
～新事業の方向性と仕組み（案）～

１． 事業の背景と趣旨
｢経営計画｣ に基づき、平成 18年から３年間で現在実施している ｢在宅福祉サービス｣
を見直し、地域でのささえあいを基にして、地域で暮らす一人ひとりがその人らしく生
活が送れるよう、住民参加によってサポートしていく自立支援事業を創設する予定。

２．方向性
新宿社協が目指す「だれもが安心して暮らせる
　　　　　　　　　　　　新宿型福祉コミュニティ」の実現に向けて…
（１）すきまにもならない個別ニーズにこたえ、地域で安心・安全に暮らし続けること

ができるよう自立生活を支援する。具体的には、
①「安心・安全に暮らす」
②「日常生活をつつがなく暮らす」
③「心豊かに暮らす」　　　　　　　ことを支援していく。　

（２）地域のささえあいづくりを目指し､ 小地域ごとのチーム担当制による事業展開
（３）社協既存の各支援事業（見守り・ちょこっと・ファミサポ等）を含めセーフティネッ

ト事業として総合的な支援体制の構築を目指す。
（４）事業のコンセプト：

①最終目標は地域でささえあえる住民主体のしくみづくり
②出会いをコーディネートし、ささえあいの関係づくりをお手伝い
③ある時は協力者に、ある時は利用者にとお互い様の関係づくり
④住民が共感できることを住民によるサポートとして社協が支援する
⑤料金や決まりごとも住民相互のニーズに合わせて柔軟な対応とする
⑥有償・無償にこだわらないささえあい活動を目指す（お互いに余計な気遣いをな
くすための感謝の気持ちを表す基準として利用料を設定する）

（５）新事業の仕組み
地域住民がお互いにたすけあい、支援する人も受ける人も同じ会員として利用する。
【対象者】　日常生活で支援を必要とする地域住民すべてを対象
【支援内容】日常生活上の困りごとで、住民相互のささえあいで共感できるサポー

トなら何でも可。ただし、他施策・サービスを活用した上で、一定の資
格や危険を伴うものは除く。

【時　間】７：００～１９：００（特に必要な場合は要相談）
【登録料】１，０００円（保険料含む）
【利用料】１時間８００円（あくまでも基準）
　　　　　その他交通費等の実費は利用者負担　
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実践報告
討材料の収集が図られました。
さらに、来年度の組織体制への課題や提案をしたことで、将来の小地域展開にそなえ
て、組織や調整機能が重要であることを職員が再認識する機会となりました。
以上、新事業の方向性と仕組み案をまとめ、来年度安心・安全のための自立支援事業
検討委員会で検討していく土台を整えることができました。

＜地域や各種団体に対して＞
　新たな在宅サービスの一つのあり方として、同様の課題を有している区市町村社協の
方々に、その検討材料として役立てていただければ幸いです。

₉ 今後に向けて

【今後に向けて、更に取り組みが必要と思われる事項】
・新事業の具体的内容、周知
・現在宅サービスのソフトランディング
・組織体制

【事業の発展の可能性】
出会いをコーディネートし、ささえあいの関係づくりをお手伝いすることで、最終的
に地域でささえあえる住民主体のしくみづくりとなるよう、そのきっかけづくりとなる
新事業を目指しています。

東京都社会福祉協議会　担当者コメント
（池田明彦／新井直行／谷山倫子）　

　社協の代表的なサービスとして、非営利有償ホームヘルプ事業があります。
今日、社会の変化、介護保険法の制定（や改正）により、そのあり方が大きく
問われるようになってきました。新宿区でも利用者の減が続いており、抜本的
な改革が求められ、本事業で積極的にその方向性を模索してきました。
初年度には利用会員や福祉関係者、区等の調査やヒヤリングを進め、社協とし
ての役割をじっくり検討されました。また、その結果を元に、利用者の近隣等
でのマッチングに力を入れ、地域の助け合いを促進し、広い意味でのまちづく
りにつなげていこうとする視点を整理されたことは、注目に値する一つ方向性
と考えられます。今後、関係者への丁寧な説明とともに、これまでの協力会員、
利用会員が混乱しないようソフトランディングの手立てが課題となります。
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新宿区社会福祉協議会
経営改革・事業見直しに関する取り組み

平成２０年３月

「安心 ･ 安全のための自立支援事業 ( 仮称 )」の立ち上げに向けて
～新事業の方向性と仕組み（案）～

１． 事業の背景と趣旨
｢経営計画｣ に基づき、平成 18年から３年間で現在実施している ｢在宅福祉サービス｣
を見直し、地域でのささえあいを基にして、地域で暮らす一人ひとりがその人らしく生
活が送れるよう、住民参加によってサポートしていく自立支援事業を創設する予定。

２．方向性
新宿社協が目指す「だれもが安心して暮らせる
　　　　　　　　　　　　新宿型福祉コミュニティ」の実現に向けて…
（１）すきまにもならない個別ニーズにこたえ、地域で安心・安全に暮らし続けること

ができるよう自立生活を支援する。具体的には、
①「安心・安全に暮らす」
②「日常生活をつつがなく暮らす」
③「心豊かに暮らす」　　　　　　　ことを支援していく。　

（２）地域のささえあいづくりを目指し､ 小地域ごとのチーム担当制による事業展開
（３）社協既存の各支援事業（見守り・ちょこっと・ファミサポ等）を含めセーフティネッ

ト事業として総合的な支援体制の構築を目指す。
（４）事業のコンセプト：

①最終目標は地域でささえあえる住民主体のしくみづくり
②出会いをコーディネートし、ささえあいの関係づくりをお手伝い
③ある時は協力者に、ある時は利用者にとお互い様の関係づくり
④住民が共感できることを住民によるサポートとして社協が支援する
⑤料金や決まりごとも住民相互のニーズに合わせて柔軟な対応とする
⑥有償・無償にこだわらないささえあい活動を目指す（お互いに余計な気遣いをな
くすための感謝の気持ちを表す基準として利用料を設定する）

（５）新事業の仕組み
地域住民がお互いにたすけあい、支援する人も受ける人も同じ会員として利用する。
【対象者】　日常生活で支援を必要とする地域住民すべてを対象
【支援内容】日常生活上の困りごとで、住民相互のささえあいで共感できるサポー

トなら何でも可。ただし、他施策・サービスを活用した上で、一定の資
格や危険を伴うものは除く。

【時　間】７：００～１９：００（特に必要な場合は要相談）
【登録料】１，０００円（保険料含む）
【利用料】１時間８００円（あくまでも基準）
　　　　　その他交通費等の実費は利用者負担　
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討材料の収集が図られました。
さらに、来年度の組織体制への課題や提案をしたことで、将来の小地域展開にそなえ

て、組織や調整機能が重要であることを職員が再認識する機会となりました。
以上、新事業の方向性と仕組み案をまとめ、来年度安心・安全のための自立支援事業

検討委員会で検討していく土台を整えることができました。

＜地域や各種団体に対して＞
　新たな在宅サービスの一つのあり方として、同様の課題を有している区市町村社協の
方々に、その検討材料として役立てていただければ幸いです。

₉ 今後に向けて

【今後に向けて、更に取り組みが必要と思われる事項】
・新事業の具体的内容、周知
・現在宅サービスのソフトランディング
・組織体制

【事業の発展の可能性】
出会いをコーディネートし、ささえあいの関係づくりをお手伝いすることで、最終的

に地域でささえあえる住民主体のしくみづくりとなるよう、そのきっかけづくりとなる
新事業を目指しています。

東京都社会福祉協議会　担当者コメント
（池田明彦／新井直行／谷山倫子）　

　社協の代表的なサービスとして、非営利有償ホームヘルプ事業があります。
今日、社会の変化、介護保険法の制定（や改正）により、そのあり方が大きく
問われるようになってきました。新宿区でも利用者の減が続いており、抜本的
な改革が求められ、本事業で積極的にその方向性を模索してきました。
初年度には利用会員や福祉関係者、区等の調査やヒヤリングを進め、社協とし
ての役割をじっくり検討されました。また、その結果を元に、利用者の近隣等
でのマッチングに力を入れ、地域の助け合いを促進し、広い意味でのまちづく
りにつなげていこうとする視点を整理されたことは、注目に値する一つ方向性
と考えられます。今後、関係者への丁寧な説明とともに、これまでの協力会員、
利用会員が混乱しないようソフトランディングの手立てが課題となります。
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安心・安全のための自立支援事業
イメージ（案）

新宿区社会福祉協議会

新事業の考え方

・新宿社協が目指す「だれもが安心して暮らせる新宿型福祉

コミュニティ」の実現に向けて・・・

・「経営計画」に基づいた新事業の創設

・最終目標は地域でささえあえる住民主体のしくみづくり

・出会いをコーディネートし、ささえあいの関係づくりをお手伝い

＜新宿区社会福祉協議会＞

2

・ある時は協力者に、ある時は利用者にのお互い様の関係づくり

・住民が共感できることを住民によるサポートとして社協が支援

・料金や決まりごとも住民相互のニーズに合わせて柔軟に

・有償・無償にこだわらないささえあい活動（有償はお互いに余計
な気遣いをなくすための感謝の気持ちを表す基準として利用
料を設定する）

コーディネーターの役割

社 協
（地区コーディネーター） ・顔の見える関係づくり

・相性の合う人探し

・他のニーズにも対応

・顔の見える関係づくり

・始めは特にしっかり関
わり、つないでいく。

協力者へ 利用者へ

＜新宿区社会福祉協議会＞

3

サポート・謝 礼

協力者
協力グループ

他 も対応

・利用者も協力者に
・近所の掘り起こし

・ネットワークづくり

利用者・自主性が誘発できるよう直接やりとり

・両者のおつきあいへ発展を期待

・最終的に両者を含めたご近所づくりの
支援へ

新事業の流れ

＜新宿区社会福祉協議会＞

4

・気軽に

・手続き簡単
・現況の把握

・社協内他事業も含め総合的にコーディネー
トし対応

新事業の流れ

・近所の掘り起こし

＜新宿区社会福祉協議会＞

5

近所の掘り起こし

・ネットワークづくり

・チームミーティン
グで判断

・住民の共感もて
るか

(1)介護保険等公的施策

の活用を紹介

(2)社協内の協力者を

コーディネート

(3)他機関紹介、情報提供

・社協パートナー登録者

・個人的なおつきあいの相手

・協力グループへ

新事業の流れ

・最初の出会いのコーディネー
・簡単に
報告

・コーディネーター
は両者の関係を尊

＜新宿区社会福祉協議会＞

6

最初の出会いの ディネ
トが重要（共感・共有）

【活動内容の確認】

・お互い様の理解

・協力者ができないこともある

・最低限の決まりごとの確認

・基準となる料金（細かな部分
は当事者間にまかせる）

・日時変更

・謝礼

・気軽に相談で
きる体制づくり

報告は両者の関係を尊
重しつつ、目配り、
気配りが大切

資料２
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地域でのコーディネーター機能イメージ

世話焼きさん

利用者

＜新宿区社会福祉協議会＞

7

社協各地区コーディネーター

世話焼きさん

コーディネーターの資質の底上げ

のための研修体制

世話焼きさんの育成

住民がコーディネートへ

各地区のビジョンの共有

（どんな地域にしていこうとしているのか）

新事業のイメージ例

【事例】

・高齢者 一人暮らし

・身内とは関わりたくない

・近所づきあいもしていなく、したいとも思わない。

・でも、万が一の自分のことは心配。

＜新宿区社会福祉協議会＞

8

・外からの見守り（新聞屋さん、牛乳屋さん）はないかと

問合わせ。

・民生委員の存在は知っているが、誰だか知らない。

どこからアプローチしていったらよいか。

新事業のイメージ例

本人 民生委員

つきあいある人

＜新宿区社会福祉協議会＞

9

新聞屋
となりの人

新事業のイメージ例

本人 民生委員

つきあいある人 新事業で買物支援

＜新宿区社会福祉協議会＞

10

新聞屋
となりの人

社協（コミュニティワーカー）

ＮＰＯ 施設 包括 等関係機関と
の情報収集

働きかけ

新事業のイメージ例

本人 民生委員

つきあいある人

となりの人

新事業で買物支援

世話焼きと判明

Ｃ

＜新宿区社会福祉協議会＞

11

新聞屋

社協（コミュニティワーカー）

ＮＰＯ 施設 包括 等関係機関と
の情報収集

働きかけ

Ａ

Ｂ

新事業のイメージ例

本人 民生委員

新聞屋

つきあいある人

となりの人

新事業で買物支援

働きかけ

世話焼きと判明

Ｂ

Ｃ

＜新宿区社会福祉協議会＞

12

新聞屋

グループ化

事業ごとに個々に

点から

地域の視点へ

面へ

ＮＰＯ 施設 包括 等関係機関と
の情報収集

働きかけ

社協（コミュニティワーカー）
Ａ

コーディネーターから コミュニティワーカーへ
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安心・安全のための自立支援事業
イメージ（案）
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・新宿社協が目指す「だれもが安心して暮らせる新宿型福祉

コミュニティ」の実現に向けて・・・

・「経営計画」に基づいた新事業の創設

・最終目標は地域でささえあえる住民主体のしくみづくり

・出会いをコーディネートし、ささえあいの関係づくりをお手伝い

＜新宿区社会福祉協議会＞

2

・ある時は協力者に、ある時は利用者にのお互い様の関係づくり

・住民が共感できることを住民によるサポートとして社協が支援

・料金や決まりごとも住民相互のニーズに合わせて柔軟に

・有償・無償にこだわらないささえあい活動（有償はお互いに余計
な気遣いをなくすための感謝の気持ちを表す基準として利用
料を設定する）

コーディネーターの役割

社 協
（地区コーディネーター） ・顔の見える関係づくり

・相性の合う人探し

・他のニーズにも対応

・顔の見える関係づくり

・始めは特にしっかり関
わり、つないでいく。

協力者へ 利用者へ

＜新宿区社会福祉協議会＞

3

サポート・謝 礼

協力者
協力グループ

他 も対応

・利用者も協力者に
・近所の掘り起こし

・ネットワークづくり

利用者・自主性が誘発できるよう直接やりとり

・両者のおつきあいへ発展を期待

・最終的に両者を含めたご近所づくりの
支援へ

新事業の流れ

＜新宿区社会福祉協議会＞

4

・気軽に

・手続き簡単
・現況の把握

・社協内他事業も含め総合的にコーディネー
トし対応

新事業の流れ

・近所の掘り起こし

＜新宿区社会福祉協議会＞

5

近所の掘り起こし

・ネットワークづくり

・チームミーティン
グで判断

・住民の共感もて
るか

(1)介護保険等公的施策

の活用を紹介

(2)社協内の協力者を

コーディネート

(3)他機関紹介、情報提供

・社協パートナー登録者

・個人的なおつきあいの相手

・協力グループへ

新事業の流れ

・最初の出会いのコーディネー
・簡単に
報告

・コーディネーター
は両者の関係を尊

＜新宿区社会福祉協議会＞

6

最初の出会いの ディネ
トが重要（共感・共有）

【活動内容の確認】

・お互い様の理解

・協力者ができないこともある

・最低限の決まりごとの確認

・基準となる料金（細かな部分
は当事者間にまかせる）

・日時変更

・謝礼

・気軽に相談で
きる体制づくり

報告は両者の関係を尊
重しつつ、目配り、
気配りが大切
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新宿区社会福祉協議会
経営改革・事業見直しに関する取り組み

「新宿区社会福祉協議会の在宅
サービス事業の見直し業務報告書」の概要

Ⓐ 目的～背景と趣旨

新宿社協の在宅福祉サービス事業は、日常生活に支障があり、在宅で援助を必要とする
概ね６５歳以上の方、心身に障害のある方、ひとり親家庭の方などに対して、協力会員が
家事・介護・配食等のサービスを提供する、地域での支えあいに基づく住民参加型の有償
サービスです。家事援助サービスは、平成９年度をピークとして毎年１０～１５％の減少
が続いており、介護サービスは平成１１年度をピークとして介護保険制度の影響も受け、
毎年２０～２５％の減少が続いている状況です。

そこで新宿社協では、新宿社協が平成 17 年 12 月に策定した『経営計画２００６～
２００８』に基づき、平成 18 年度から 3 年間で、現在、在宅生活支援課で実施している

「在宅福祉サービス」を見直し、地域で暮らす一人ひとりがその人らしい生活を送れるよう、
よりきめ細かなサポートを住民参加によって実施していくサービスへ改めて行くため、「新
宿区における住民の福祉ニーズに関する実態調査」を実施しました。

この調査は、新規事業立ち上げの準備として、既存の在宅福祉サービス事業の状況把握・
今後の住民ニーズや制度・市場動向などについて調査をし、新規事業の考え方や方向性を
明らかにするために実施しました。

Ⓑ 調査実施状況

（１）アンケート調査（一次調査）
　　実施期間：平成１８年１２月中旬～平成１９年２月末
　　調査対象及び回収状況：

（２）ヒアリング調査（二次調査）
　　実施期間：平成１９年２月１３日～３月５日　計６日間
　　聞き取り：延べ２０名

①民生委員・
在宅Ｓ協力会
員・見守り協
力員

②地域包括支
援センター・
ケ ア マ ネ ー
ジャー

③
社協在宅Ｓ利
用会員

④ ハ ン デ ィ
キャップ利用
者・障害者

⑤ 子 育 て 家
庭・子育てサ
ロン・障害児
サロン

⑥ふれあいい
き い き サ ロ
ン・見守り対
象者

合　計

回収数 469 43 87 102 80 204 985
配布数 935 142 240 220 300 623 2460
回収率 50.2% 30.3% 36.3% 46.4% 26.7% 32.7% 40.0%
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新宿社協の組織体制 20年度

本 人

ふれあい相談

在宅Ｓ

車イス

キャブ

見守り

ふれ訪問

ちょこっと

貸付

地域活動支援課 在宅生活支援課

＜新宿区社会福祉協議会＞

13

ボラ

ちょこっと

サロン 一緒に動く体制づくり

コーナー
地区担当チーム

地区担当

地区担当

新宿社協の組織体制 21年度

総 合 的 に ニ ー ズ 受 け 止 め

本 人

相 談

地域活動支援課と在宅生
活支援課を再編成し、
地区ごとに相談支援でき
る体制へ

＜新宿区社会福祉協議会＞

14

相 談

コーナー 地区チーム

新事業
モデル
見守り
ボラ
車イス
等

新宿社協の将来的な組織体制イメージ

＜新宿区社会福祉協議会＞

15

○
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「新宿区社会福祉協議会の在宅
サービス事業の見直し業務報告書」の概要
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家事・介護・配食等のサービスを提供する、地域での支えあいに基づく住民参加型の有償
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④ ハ ン デ ィ
キャップ利用
者・障害者

⑤ 子 育 て 家
庭・子育てサ
ロン・障害児
サロン

⑥ふれあいい
き い き サ ロ
ン・見守り対
象者

合　計

回収数 469 43 87 102 80 204 985
配布数 935 142 240 220 300 623 2460
回収率 50.2% 30.3% 36.3% 46.4% 26.7% 32.7% 40.0%

資料３
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●調査業務委託先　みずほ情報総研株式会社
●東京都社会福祉協議会「新たな社協協働開発事業」を活用し調査を協働

Ⓒ 調査を通じてわかったこと

（１）アンケート調査より
・在宅福祉サービス利用の満足度としては、利用者は概ね満足しているとの回答で、利

用料金についても「妥当」とする割合が高い。
・地域における安心感としては、多くの人が現在住んでいる地域が「安心」「住みやすい」

と感じている。「安全」「安心」に暮らすために大切なのは、「防犯・防災体制」と「医
療・保健・福祉サービス」という回答だが、実際の満足度は低い。

・充実させるべき施策としては、高齢者分野では「医療・福祉サービス利用の際の費用
援助」「災害時の対応」が上位となっている。障害児者分野では、「介護費用の軽減」「医
療・福祉サービス利用の際の費用援助」、子育て分野では「希望に合った保育サービス」

「安心して遊べる場所の確保」が上位となっている。
・社協が進めるべき事業として社協への要望は、「援助を必要とする人が気軽にサービ

スを利用でき、誰もが気軽に支援活動に参加できるようにする」「その人が自分らし
い生活を送ることができるよう必要な支援を行う」「収入が少ない人でも利用できる
ようなサービスにする」が上位となっている。
以上のことから、分野を問わず費用負担等の軽減が求められていることがわかりま

す。このニーズに社協独自で取り組むことは困難であるものの、低料金でのサービスへ
のニーズが強いということを表していると考えられます。

また、社協への要望から、住民同士の支え合いを基に、地域で安心して生活できるよ
う自立生活を支援するためのセーフティネット事業への期待感が感じられます。

福祉部
　　子ども家庭課
　　障害者福祉課
　　生活福祉課
健康部
　　介護保険課
　　高齢者サービス課
　　保健センター係長会 ・計画推進課・予防課
地域文化部
　　特別出張所主査会・地域調整課
　　外国人相詳窓口〔多文化共生プラザ〕
外郭団体
　　社団法人新宿区シルバー人材センター
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新宿区社会福祉協議会
経営改革・事業見直しに関する取り組み

（２）区関係部署等へのヒアリング調査より
【高齢者分野】　

・孤独死対策の充実。全くサービスを利用していないひとり暮らし高齢者等へのアプ
ローチは不十分であり、一層の充実が必要である。

・介護保険制度に関して、制度の中で満たされないニーズ、例えば若年の認知症への対
応や外出支援への対応が不十分である。

・サービスの “ すき間 ” にもならない個別的なニーズも多い一方、「書類が読めない」
など生活の基礎的な部分に関するニーズも多い。

【障害者分野】
・通学時の送迎など毎日サービスを必要とする人に、必要なだけサービスを提供するこ

とは、供給面からも、利用者の費用負担面からも難しい。
・区民からの要望としては、利用者負担額の軽減に関することが多い。

【子育て支援分野】
・母親達が気軽に集まれる場の充実とひとり親世帯への支援が大きな課題。
・いつ発生するかわからないニーズ、単発なニーズが多いが、母親が気軽に利用できる

サービスがあることで、育児負担の軽減にもつながる。
【外国人分野】

・子どもと高齢者という “ 弱い立場 ” への支援が不十分。
・外国人からのボランティアニーズへの対応も不十分。

【地域活動】
・地域住民のまちづくりへの参画意欲は高いので、それを行政がバックアップしていく

ことが必要。
・地域活動を活発化していくための課題としては、まず地域内にコーディネート役とな

る存在を育成し、NPO や民間企業、大学等と連携していくことではないか。
・地域内での「お互い様感」が喪失し、地域での生活課題の解決能力が低下しているの

ではないか。
【社協への期待】

・社協と行政とは、業務範囲が重複することが多いので、役割分担を考える必要がある。
・社協は、住民からすれば信頼できる相手先であり、行政に近いが行政ではない立場

で、支援を必要とする一人一人の状況に合わせた対応が可能な存在で、サービス提供
を担っている会員が多いことから、行政の期待も大きい。

・行政は制度の中での対応しかできないが、社協では様々な活動ができるはずである。
社協が今後の方向性を打ち出し、社協ならではの活動をしていく必要があり、委託内
容の範囲内でしか事業が行えない委託事業ではなく、積極的に区へ協働事業を提案し
ていくようなことが、求められている。

（３）社協としての役割
本調査では在宅福祉サービスの見直しを目的にしていますが、今回の調査やヒアリン
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新宿区社会福祉協議会
経営改革・事業見直しに関する取り組み

『新宿区社会福祉協議会経営計画 2006 ～ 2008』より

平成 19 年度は本事業検討のためワークグループを設置して、新宿社協全ての部署か
ら職員が参加し、東社協との協働チームとして編成しています。そのため、組織として
も横断的な事業展開を検討することが可能であり、新規事業の検討・立ち上げを通じて、
経営計画の目標を達成できるように前進していきます。
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グを行う中で、在宅福祉サービス事業以外についても意見を聞くことができ、『社協と
しての役割』を再認識する結果がでてきました。

Ⓓ 今後の進め方

19 年度は今回の調査結果を基にし、ワークグループにて新規事業の具体的内容につ
いて検討していきます。あわせて社協内の地域福祉推進部会での検討や他の社協、NPO
または企業等の事業実施状況の資料研究及び視察も行う計画です。

（１）「何に」取り組むべきか
調査結果から、「安心・安全に暮らすこと」「日常生活をつつがなく暮らすこと（利便

性の確保等）」を通して、「心豊かな暮らし」を実現していくことがキーワードとして浮
かび上がってきました。これらと住民のニーズを合わせて検討していく必要があります。

住民のニーズの上位には、「災害時要援護者支援」や「孤独死対策」が挙げられてい
ますが、このようなニーズについては解決策がすぐに策定できるものではありません。
しかし、例えば、同じく住民のニーズとして挙がっているような「子どもの登下校児の
安全確認」に取り組むことで、地域との接点が拡大し「地域内での連携強化」が図られ、
結果的に要援護者等への支援にも対応できるような仕組みが形作られていくと考えられ
ます。

本調査から明らかになった住民のニーズは多様であり、全てのニーズに対応すること
は困難ですが、社協としては、住民同士の支え合いを基に、地域で安心して生活できる
よう自立生活を支援するためのセーフティネット事業を検討していきます。この検討を
進めていく中では、現在社協が持っている社会資源（リソース）の活用、新たな社会資
源（リソース）の開発、加えて取組の優先順位（プライオリティ）を明確に整理してい
くことになります。今回立ち上げる本事業は、経営計画の理念である「新宿型福祉コミュ
ニティの実現」に向けた基本的な事業になるよう検討していくことが重要であると思わ
れます。

（２）「新宿型福祉コミュニティの実現」
新宿社協経営計画では、「新宿型福祉コミュニティの実現」に向けて総合力が発揮で

きる組織になることを目指しています。「新宿型福祉コミュニティの実現」とは、全社
協においても「地域総合相談・生活支援システム」「地域力の強化」として提案してい
るように、住民の暮らしの課題を個別に支援する「セーフティネット機能」と、課題解
決の主体となる住民を支援する「地域密着型の中間支援機能」を組織として強化してい
くことです。（次頁の図参照）

住民の暮らしの課題に対して、住民からの相談を確実に受け止め、切れ目のない支援
につなげていくような事業や組織づくりが今後必要となるものと考えています。
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『新宿区社会福祉協議会経営計画 2006 ～ 2008』より

平成 19 年度は本事業検討のためワークグループを設置して、新宿社協全ての部署か
ら職員が参加し、東社協との協働チームとして編成しています。そのため、組織として
も横断的な事業展開を検討することが可能であり、新規事業の検討・立ち上げを通じて、
経営計画の目標を達成できるように前進していきます。
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グを行う中で、在宅福祉サービス事業以外についても意見を聞くことができ、『社協と
しての役割』を再認識する結果がでてきました。

Ⓓ 今後の進め方

19 年度は今回の調査結果を基にし、ワークグループにて新規事業の具体的内容につ
いて検討していきます。あわせて社協内の地域福祉推進部会での検討や他の社協、NPO
または企業等の事業実施状況の資料研究及び視察も行う計画です。

（１）「何に」取り組むべきか
調査結果から、「安心・安全に暮らすこと」「日常生活をつつがなく暮らすこと（利便

性の確保等）」を通して、「心豊かな暮らし」を実現していくことがキーワードとして浮
かび上がってきました。これらと住民のニーズを合わせて検討していく必要があります。

住民のニーズの上位には、「災害時要援護者支援」や「孤独死対策」が挙げられてい
ますが、このようなニーズについては解決策がすぐに策定できるものではありません。
しかし、例えば、同じく住民のニーズとして挙がっているような「子どもの登下校児の
安全確認」に取り組むことで、地域との接点が拡大し「地域内での連携強化」が図られ、
結果的に要援護者等への支援にも対応できるような仕組みが形作られていくと考えられ
ます。

本調査から明らかになった住民のニーズは多様であり、全てのニーズに対応すること
は困難ですが、社協としては、住民同士の支え合いを基に、地域で安心して生活できる
よう自立生活を支援するためのセーフティネット事業を検討していきます。この検討を
進めていく中では、現在社協が持っている社会資源（リソース）の活用、新たな社会資
源（リソース）の開発、加えて取組の優先順位（プライオリティ）を明確に整理してい
くことになります。今回立ち上げる本事業は、経営計画の理念である「新宿型福祉コミュ
ニティの実現」に向けた基本的な事業になるよう検討していくことが重要であると思わ
れます。

（２）「新宿型福祉コミュニティの実現」
新宿社協経営計画では、「新宿型福祉コミュニティの実現」に向けて総合力が発揮で

きる組織になることを目指しています。「新宿型福祉コミュニティの実現」とは、全社
協においても「地域総合相談・生活支援システム」「地域力の強化」として提案してい
るように、住民の暮らしの課題を個別に支援する「セーフティネット機能」と、課題解
決の主体となる住民を支援する「地域密着型の中間支援機能」を組織として強化してい
くことです。（次頁の図参照）

住民の暮らしの課題に対して、住民からの相談を確実に受け止め、切れ目のない支援
につなげていくような事業や組織づくりが今後必要となるものと考えています。
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中野区社会福祉協議会
経営改革・事業見直しに関する取り組み

か所において独自の在宅福祉活動の展開や、ボランティアセンターの機能強化を実施し
ました。

・しかし、第１次活動計画策定当初には予想もつかなかった、介護保険法、社会福祉法な
どの福祉改革により、本会を取り巻く状況は大きく変化しました。

・中でも、区から受託している２か所の高齢者在宅サービスセンターの運営継続について
は大きな課題となり、今後の受託運営について検討するため職員でプロジェクトチーム
を組織し、介護保険報酬で運営を継続できるか否かのシュミュレーションを何度となく
行った結果、介護保険報酬では運営できないとの結論に達しました。

・一方、職員の間では、「今後の本会の歩むべき道はどうなるのか？」また、「今後の進む
べき方向性が分からない」などの声が上がりました。
　
　―本会の職員プロジェクトチームによるテーマ別、年度別検討内容について―

○平成１１年　８月：今後の社協のあり方
○平成１２年１１月：施策形成のあり方、組織の管理体制の充実
○平成１４年　６月：( 仮称 ) 中野ボランティア・市民活動センター設立
○平成１４年　８月：権利擁護センター設立
○平成１４年　８月：今後の高齢者在宅サービスセンターの運営
○平成１６年　３月：地域福祉活動推進の中核的役割を担う中野社協職員の研修
○平成１６年　８月：高齢者在宅サービスセンター運営等の受託継続の可能性
○平成１６年１１月：中野社協の危機管理のあり方

・こうしたプロジェクトチームでの検討材料として、何度か職員への「アンケート調査」
を実施しました。アンケートでの多くの回答は「区民に中野社協の存在が周知されてい
ない」、「職員は外に出て、区民との接点を持つべき」との声が寄せられました。

・第１次活動計画が平成１５年度で１０か年の計画が終了するため、区民委員の参加も得
た、「いきいきプラン推進委員会」において、平成１４年度から第１次活動計画の評価
を行い、第２次活動計画の策定に入りました。

・平成１６年３月には第２次活動計画を策定し、活動計画に沿った本会の実施事業の大き
な柱として「地域担当制」を実施するとともに、地域担当制を基本に「まちなかサロン」
活動を区内に広げることを重点事業としました。

・職員による「地域担当制」は、地区町会連合会、地区民生児童委員協議会の１４地区に
分けたエリア毎に常勤職員を配置し、地域担当の職員は担当する業務や所属する部署に
関係なく、社協職員として地域を担当することを本来業務と位置づけました。

・地域担当制を実施するうえで、地域福祉を推進する専門職としての資質向上を図るため
「地域福祉活動推進の中核的役割を担う中野社協の研修について」の職員プロジェクト
チームを組織し、地域福祉活動の専門職としての本会独自の研修のあり方について検討
し、平成１６年３月に報告書を取りまとめました。

・また、第２次活動計画策定を平成１６年度に終了したため、本会の経営を今後どう改革
するかを検討する「経営改革会議」を理事・評議員を中心に組織し、経営改革職員プ
ロジェクトチームも立ち上げ、月２回のペースで「１．財務基盤強化」、「２．事業改革」、
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₁ 事業名：中野区社協の「職員の育成、人事労務の取り組み」について

₂ 実施期間：平成１８～１９年度

₃ 実施社協

　　  社会福祉法人中野区社会福祉協議会　担当：事務局次長　木内　浩
　　  〒１６４－０００１　中野区中野５－６８－７　中野区社会福祉会館内
　　  ＴＥＬ：０３－５３８０－０７５１／ＦＡＸ：０３－５３８０－０７５０
　　  メール soumu@nakanoshakyo.com

₄ 中野区の特色

　中野区は、東京都区部の西部にあり、昔は青梅街道沿いの商業地あるいは近郊農業地で
した。近年は、中央線をはじめ鉄道の延伸とともに生活都市として発展しています。
　人口は、平成２０年１月１日現在、３１０，４２６人、世帯数は、１８１，４９５世帯で
す。交通の便が良いことと、集合住宅が多いこともあり、若年層の一人暮らし世帯が多い
特徴があります。また、一人暮らし高齢者も年々増加しています。
　６５歳以上の高齢人口は、５８，５５９人で、高齢化率は、１８．９％です。また、
２００６年の合計特殊出生率は、０．７６で、国や東京都の平均値より低く、２３区内で
も低い水準です。

₅ 総経費

　　１，２５２，６４２円（うち助成金額１，０００，０００円）

₆ 取り組みのねらいや背景、新しい社会福祉協議会協働開発事業申請に至るま
での経緯

・本会では、約２年間にわたり職員参加のもとで検討を続けてきた「第１次中野区民地域
福祉活動計画（いきいきプラン２１）」を平成６年に策定しました。

・第１次活動計画は、区内における今後の地域福祉活動の指針を示し、本会では、活動計
画に沿った、事業展開を図るため、区から受託している高齢者在宅サービスセンター２

中野区社協の「職員の育成、
人事労務の取り組み」について
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か所において独自の在宅福祉活動の展開や、ボランティアセンターの機能強化を実施し
ました。

・しかし、第１次活動計画策定当初には予想もつかなかった、介護保険法、社会福祉法な
どの福祉改革により、本会を取り巻く状況は大きく変化しました。

・中でも、区から受託している２か所の高齢者在宅サービスセンターの運営継続について
は大きな課題となり、今後の受託運営について検討するため職員でプロジェクトチーム
を組織し、介護保険報酬で運営を継続できるか否かのシュミュレーションを何度となく
行った結果、介護保険報酬では運営できないとの結論に達しました。

・一方、職員の間では、「今後の本会の歩むべき道はどうなるのか？」また、「今後の進む
べき方向性が分からない」などの声が上がりました。

　
　―本会の職員プロジェクトチームによるテーマ別、年度別検討内容について―

○平成１１年　８月：今後の社協のあり方
○平成１２年１１月：施策形成のあり方、組織の管理体制の充実
○平成１４年　６月：( 仮称 ) 中野ボランティア・市民活動センター設立
○平成１４年　８月：権利擁護センター設立
○平成１４年　８月：今後の高齢者在宅サービスセンターの運営
○平成１６年　３月：地域福祉活動推進の中核的役割を担う中野社協職員の研修
○平成１６年　８月：高齢者在宅サービスセンター運営等の受託継続の可能性
○平成１６年１１月：中野社協の危機管理のあり方

・こうしたプロジェクトチームでの検討材料として、何度か職員への「アンケート調査」
を実施しました。アンケートでの多くの回答は「区民に中野社協の存在が周知されてい
ない」、「職員は外に出て、区民との接点を持つべき」との声が寄せられました。

・第１次活動計画が平成１５年度で１０か年の計画が終了するため、区民委員の参加も得
た、「いきいきプラン推進委員会」において、平成１４年度から第１次活動計画の評価
を行い、第２次活動計画の策定に入りました。

・平成１６年３月には第２次活動計画を策定し、活動計画に沿った本会の実施事業の大き
な柱として「地域担当制」を実施するとともに、地域担当制を基本に「まちなかサロン」
活動を区内に広げることを重点事業としました。

・職員による「地域担当制」は、地区町会連合会、地区民生児童委員協議会の１４地区に
分けたエリア毎に常勤職員を配置し、地域担当の職員は担当する業務や所属する部署に
関係なく、社協職員として地域を担当することを本来業務と位置づけました。

・地域担当制を実施するうえで、地域福祉を推進する専門職としての資質向上を図るため
「地域福祉活動推進の中核的役割を担う中野社協の研修について」の職員プロジェクト

チームを組織し、地域福祉活動の専門職としての本会独自の研修のあり方について検討
し、平成１６年３月に報告書を取りまとめました。

・また、第２次活動計画策定を平成１６年度に終了したため、本会の経営を今後どう改革
するかを検討する「経営改革会議」を理事・評議員を中心に組織し、経営改革職員プ
ロジェクトチームも立ち上げ、月２回のペースで「１．財務基盤強化」、「２．事業改革」、
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「３．組織人事管理」の３つのテーマに分け、それぞれのテーマに沿った、事務局案の

資料作成に着手しました。
・またプロジェクトチームでの議論が進み、本会の「活動と経営の理念」、「求められる中

野社協の職員像」、「職員行動指針１０か条」をとりまとめました。
・こうした一連の流れの中で、本会の職員は、社協職員歴が１０年以上ある職員層が多数

を占め、また社協のあり方が大きく注目をされる時代と重なり、本会が重点的に解決す
べき課題は、第１に職員の人材育成、第２に年功序列の給与体系を改める、以上の点が
少なくとも職員間で共通認識される結果となりました。これは、１年や２年などの数年
で共通認識できるものでは無く、少なくとも本会では、平成１１年頃から本会のあり方
が問われ続け、到達したものです。

・特に人材の育成は、特別な打開策はありません。そのためには、職員自身がどのような
知識、資格、技術が足りないのか。また、それを解決するにはどうしたらいいのかを「考
え」、「実行」していくために組織的に取り組むことが必要です。

・また、人材の育成には、時間と経費がかかる課題であることを管理職はしっかり認識す
べきと考えています。こうした中で、東社協から「共同募金６０周年記念事業・新しい
社協活動協働開発事業」の案内があり、応募することとしました。

₇ 事業内容

（１）平成１８年度
①内部研修の実施

「地域福祉活動推進の中核的役割を担う中野社協の研修について」の職員プロジェ
クトチーム報告に基づき、平成１６年度から本会独自の研修として、株式会社Мマ
インドによる「ＥＱ研修」を採用し、平成１８年度も研修会を実施しました。
 ・テーマ

「職員間のコミュニケーション」、「アクションラーニング」、「危機管理」
 ・実施方法

株式会社Мマインドの刈田範博氏（本会には平成１６年度から職員育成にアドバ
イスいただいている。）を講師に、グループ討議、ロールプレイなどを実施。

 ・職員を２グループに分け、それぞれのグループが合計３日間研修を受講。
②ＥＱＩ診断の再受診

　株式会社МマインドのＥＱＩ診断（行動特性検査）、ＥＱ（心の行動指針）検査
を平成１６年度に常勤・非常勤全員に実施。その後、「ＥＱ研修」を実施し、多く
の職員の意識改革となったため、本事業の助成を受けられたことにより、再度、全
職員に実施したうえで、①のＥＱ研修を実施。

③人事考課の本格的実施
平成１６年度から試行的に人事考課を実施。経営改革委員から「人事考課が軌道

に乗るのは早くても５年かかる、また、職員参加で実施することがポイント」との
指摘を受けていたので、職員参加で、人事考課表の設計（行動 / 業務改善目標管理
シート、勤務 / マインド評価表）を行い、平成１６年度から試行実施しました。

本助成事業をきっかけに、東社協に協力いただき、都内の区市町村社協へ、「人
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事考課の導入」についてアンケート調査を実施していただきました。人事考課を実
施している区市町村社協の取り組みを参考に、平成１８年度は人事考課表の再設計、
人事考課のあり方について再度検討することとしました。現在も人事考課を取り入
れた人事管理については、検討中ですが、現在でも貴重な資料として活用していま
す。

（２）平成１９年度
①職員の意識改革、資質向上のための内部研修の実施

平成１８年度に引き続き、外部講師を招いて「リスクマネジメント」等の内部研
修を実施しました。平成１６年度から本会独自で外部講師を招き、研修会を実施し
てきましたが、本会の「弱み」を研修のテーマに絞り込み、研修担当の職員が探し
てきた外部講師と事前打ち合わせを行った結果、参加した職員にも好評でした。
やはり、全社協、東社協が実施する職員研修よりも、本会の「弱み」や「不足す
る能力」、「気づき」などは、独自で研修を組み、実施したあとの振り返りができた
ため、内部研修の必要性が職員にも浸透してきました。また、日常業務に追われ、
他の課の職員と意見交換する場が日常的にないので、本会独自の研修は、職員同士
のコミュニケーションにも役立っています。
②城西ブロック社会福祉協議会中堅職員研修会の実施

以前より、本会独自の研修、全社協や東社協での研修の限界を感じていたため、
城西ブロック単位での研修会を模索していました。そうした中で、本事業の助成を
受けることができ、城西ブロック単位でのモデル中堅職員研修を企画、実施するこ
とを、「城西ブロック社会福祉協議会事務局協議会（常務理事、事務局長、次長、
総務課長で構成）」で了承を得て、４日間にわたる研修会を本会の研修担当者会が
企画し、城西ブロック各社協に呼びかけたところ２４名の参加がありました。開催
時期は、６月後半から７月にかけて実施し、本会の独自の内部研修で経験のある外
部講師として株式会社Мマインドの刈田範博氏、ＮＰＯ法人Ｕビジョン研究所事務
局長飯村史恵氏（前東京都社会福祉協議会職員）に講師を依頼し実施しました。
日常的に集まる機会の少ない城西ブロックの社協職員が４日間の研修を受講し、
同じ悩みを持っているとの共通認識が生まれ、次年度も実施して欲しいとのアン
ケート結果が得られました。やはり、単独の社協だけで実施する「強み」と「弱み」
があり、また、全社協、東社協単位の研修では得られない貴重な研修となりました。
しかし、次年度以降実施していく上で、「企画・実施」を城西ブロックの各社協で
どう役割分担し実施するか、また、各社協の職員育成への考え方の違いのバランス
をどうするかとの課題も残りました。
③試行錯誤する「人事考課を取り入れた人事管理制度」の構築

人事考課は、一歩間違うと、「職員の給与」だけに反映するための道具と認識さ
れがちになります。確かに、給与への反映も最終的には必要かもしれませんが、少
人数職員集団の本会では導入には慎重を期すのと同時に、職員参加でどこまで進め
るかが鍵となります。現在も、人事考課を始めたのはいいのですが、どう構築して
いくかは暗中模索の状況です。成果主義では表せない職員の成績をどう客観的に評
価するのか。また、評価者の視点や数少ない管理職の人事考課をどうするのか？・・・
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「３．組織人事管理」の３つのテーマに分け、それぞれのテーマに沿った、事務局案の

資料作成に着手しました。
・またプロジェクトチームでの議論が進み、本会の「活動と経営の理念」、「求められる中

野社協の職員像」、「職員行動指針１０か条」をとりまとめました。
・こうした一連の流れの中で、本会の職員は、社協職員歴が１０年以上ある職員層が多数

を占め、また社協のあり方が大きく注目をされる時代と重なり、本会が重点的に解決す
べき課題は、第１に職員の人材育成、第２に年功序列の給与体系を改める、以上の点が
少なくとも職員間で共通認識される結果となりました。これは、１年や２年などの数年
で共通認識できるものでは無く、少なくとも本会では、平成１１年頃から本会のあり方
が問われ続け、到達したものです。

・特に人材の育成は、特別な打開策はありません。そのためには、職員自身がどのような
知識、資格、技術が足りないのか。また、それを解決するにはどうしたらいいのかを「考
え」、「実行」していくために組織的に取り組むことが必要です。

・また、人材の育成には、時間と経費がかかる課題であることを管理職はしっかり認識す
べきと考えています。こうした中で、東社協から「共同募金６０周年記念事業・新しい
社協活動協働開発事業」の案内があり、応募することとしました。

₇ 事業内容

（１）平成１８年度
①内部研修の実施

「地域福祉活動推進の中核的役割を担う中野社協の研修について」の職員プロジェ
クトチーム報告に基づき、平成１６年度から本会独自の研修として、株式会社Мマ
インドによる「ＥＱ研修」を採用し、平成１８年度も研修会を実施しました。

・テーマ
「職員間のコミュニケーション」、「アクションラーニング」、「危機管理」

・実施方法
株式会社Мマインドの刈田範博氏（本会には平成１６年度から職員育成にアドバ
イスいただいている。）を講師に、グループ討議、ロールプレイなどを実施。

・職員を２グループに分け、それぞれのグループが合計３日間研修を受講。
②ＥＱＩ診断の再受診

株式会社МマインドのＥＱＩ診断（行動特性検査）、ＥＱ（心の行動指針）検査を
平成１６年度に常勤・非常勤全員に実施。その後、「ＥＱ研修」を実施し、多くの
職員の意識改革となったため、本事業の助成を受けられたことにより、再度、全職
員に実施したうえで、①のＥＱ研修を実施。

③人事考課の本格的実施
平成１６年度から試行的に人事考課を実施。経営改革委員から「人事考課が軌道

に乗るのは早くても５年かかる、また、職員参加で実施することがポイント」との
指摘を受けていたので、職員参加で、人事考課表の設計（行動 / 業務改善目標管理
シート、勤務 / マインド評価表）を行い、平成１６年度から試行実施しました。

本助成事業をきっかけに、東社協に協力いただき、都内の区市町村社協へ、「人
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成と人事労務を模索していくこととなります。
最後に、こうした助成事業を実施していただいた、東京都共同募金会と東京都社会福祉

協議会にこの紙面をお借りし厚くお礼申し上げます。

東京都社会福祉協議会　担当者コメント
（吉野　香奈恵／新井直行）　

　中野区社協では本事業を活用し、職員の育成や人事労務などに関する取り組
みを実施してきました。しかし、実際には本事業が開始される前から活動計画
策定や経営改革会議などと連動する形で、中野区社協の職員のプロジェクトチー
ムが活発に検討を続け、社協としての今後の方向性、そのために求められる職
員のスキルや能力、目標とすべき職員像などが明確化されてきた経過がありま
す。こうしたボトムアップの検討があったからこそ、中野区社協の職員像、行
動指針、人事考課表などが職員一人ひとりに意識され、前向きに受け止められ
ているようです。成果主義ではない職員の成績の評価など難しい課題も残って
いますが、中野区社協だけの課題ではないのではないかと思います。
また研修についても、各部署から選出された職員による研修担当者会で、毎年
研修計画を立て、職員の要望をていねいに汲み取りつつ、職員自身が研修を企
画し、準備しています。平成１９年度はこうした成果をブロック研修という形
で拡大し、平成２０年度以降も取り組んでいく基礎がつくられました。
人材育成の結果はまだはっきり見えませんが、少しずつその芽は育っているよ
うに思いました。１０年後の中野区社協がその存在感を発揮されているのでは
ないかと楽しみです。

2008協働事業報告書.indd   83 2008/06/12   16:20:04

82

実践報告
そのため平成１９年度からは、原点に戻り調査研究することとしました。幸い、福
祉職場も人材育成に目を向ける重要性が、様々な分野で議論され、また、参考とな
る資料も届きますので、平成２０年度には、本会の研修担当者会が中心となり「人
事考課を取り入れた人事管理のあり方」について検討することとしました。

₈ 事業の課題及び成果・効果

（１）中野社協の課題及び成果・効果
社協の存在意義が問われる中で、むしろ人材の育成に目を向けるのが遅かったと言え

るでしょう。措置時代から選択・契約、民間事業者の福祉分野の参入、様々な分野で活
動を広げるＮＰＯ団体、少子高齢社会、規制緩和・・・社協を取り巻く状況は、ここ
１０年で様変わりしました。こうした中で、少人数の職員で構成する本会は、職員こそ
意識改革に目覚め、自ら行動を起こす専門職集団となるには、職員個々の努力だけでは
限界があります。そのために何をしなければいけないのかの答えを出すのに随分時間は
かかりましたが、ようやく方向性が見えてきたというのが実感です。しかし、「職員の
育成には時間と経費をかける」、そのための手段を単に外部の手を借りるには限界があ
ります。　

この数年間は、中野社協の方向性をどうするのか？そのためには、職員自らが自身の
不足する点に目を向け、その解決する手段を職員自身が見つけるしくみを組織的に保障
していくかが必要となり、本事業への応募が本会の取り組み途中であった人材育成、人
事労務の再構築に、より一層力が入った結果となりました。

（２）他地区の反応
本事業を受け、東社協を通じて、本会の取り組みが周知され、他の社協からの視察、

資料提供の要請を受けました。その際には、取り組み内容の情報提供のみではなく、う
まくいっていない点についても必ず情報提供するよう努めました。また、城西ブロック
単位で中堅職員研修が出来た点は、大きい成果といえます。

₉ 今後に向けて

職員育成と人事労務と社協の事業活動は常にリンクするものだと、これまでの取り組み
で明らかになりました。意欲的に社協職員が地域福祉推進の専門職として組織的に業務に
取り組むには、それなりの職員の人材育成と人事労務体制の構築は必要不可欠となります。
特に少人数職場の区市町村社協には、職員の「良い所」を伸ばし、「弱い所」をどうカバー
していくか、この課題は、これまでの本会の取り組みでも今だ解決できない最大の課題で
す。

また、これらの取り組みをどう職員参加で行うか、それは「何でも職員が考えればいい、
何でも職員参加でやればいい」という短絡的な答えでは解決できないと思います。それに
はある程度のリーダーシップが取れる職員をまず育成し、その輪をどう広げていくかは、
失敗の中から得られるものが多いと感じています。特別な能力の高い職員を育成するので
は決してありません。むしろ組織的に職員がモチベーションを高く持ちながら仕事に向か
えるかどうかです。本会の取り組みは、まだまだ始まったばかりです。決してうまく行っ
ている訳ではなく、これからも色々な情報、人脈を駆使しながら、本会らしい、職員の育
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成と人事労務を模索していくこととなります。
最後に、こうした助成事業を実施していただいた、東京都共同募金会と東京都社会福祉

協議会にこの紙面をお借りし厚くお礼申し上げます。

東京都社会福祉協議会　担当者コメント
（吉野　香奈恵／新井直行）　

　中野区社協では本事業を活用し、職員の育成や人事労務などに関する取り組
みを実施してきました。しかし、実際には本事業が開始される前から活動計画
策定や経営改革会議などと連動する形で、中野区社協の職員のプロジェクトチー
ムが活発に検討を続け、社協としての今後の方向性、そのために求められる職
員のスキルや能力、目標とすべき職員像などが明確化されてきた経過がありま
す。こうしたボトムアップの検討があったからこそ、中野区社協の職員像、行
動指針、人事考課表などが職員一人ひとりに意識され、前向きに受け止められ
ているようです。成果主義ではない職員の成績の評価など難しい課題も残って
いますが、中野区社協だけの課題ではないのではないかと思います。
　また研修についても、各部署から選出された職員による研修担当者会で、毎
年研修計画を立て、職員の要望をていねいに汲み取りつつ、職員自身が研修を
企画し、準備しています。平成１９年度はこうした成果をブロック研修という
形で拡大し、平成２０年度以降も取り組んでいく基礎がつくられました。
　人材育成の結果はまだはっきり見えませんが、少しずつその芽は育っている
ように思いました。１０年後の中野区社協がその存在感を発揮されているので
はないかと楽しみです。

2008協働事業報告書.indd   83 2008/06/17   11:10:09



84

実践報告

２００４．１２．２１
中野区社会福祉協議会

期待される中野社協の職員像

１　信頼される職員

（１）経営面＝経営感覚がある職員
①明確な数値と根拠を持ち、説得力ある言葉で社協活動と経営について説明、アピー

ルできる力がある。
②経営改革の意識を持ち、費用対効果の高い事業経営感覚（＝コスト意識）をもっ

ている。
（２) 事業活動面＝区民の声に対し的確に対応できる職員

①地域の状況、区民の保健福祉に関するニーズや課題を的確にキャッチ、整理し、
住民主体の福祉のまちづくりを考えられるセンスを持っている。

②町会・自治会、民生児童委員やボランティアなどと連携し、様々な地域活動情報
を得て、つなぎ、コーディネートできる力を持っている。

③常に「個人の尊厳」、「自己決定の尊重」を基本とし、相談者の立場に立ち、最後
まで誠意をもって相談に応じる力がある。

（３）組織面＝法人組織の一員として力を発揮出来る職員
社会福祉法、定款「活動と経営の理念」等を意識して業務に取り組める。

（４）事務管理面＝業務の優先順位を自ら管理でき正確かつ効率的に事務事業処理が進
行できる職員。
文章表現力＝書類作成力や事務事業の進行管理・処理能力が高い。

２　人間性に富んだ中野社協の職員＝五感をバランス良く活用できる職員

（１）先が読め、常に最新の保健福祉情報を把握し、区民に説明できる。
（２）地域活動について洞察・分析力を持ち区民に語る力がある。
（３）常に相手の立場に立ち、傾聴し、共感し、感動できる能力を持つ。
（４）地域を歩き、地域を知ることに喜びを持つ。

３　コミュニケーション、チームワークが取れる地域福祉のスペシャリスト

（１）職員一人ひとりの力を最大限発揮しながら、互いに補える力を持っている。
（２）職階に関わらず、必要な時に適切なリーダーシップがとれ、相手の意見を尊重し

た言動がとれる職員。

資料１
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２００５年４月１５日制定

中野区社会福祉協議会職員行動指針１０か条

　私たち中野区社会福祉協議会職員のあるべき姿は、「服務規程」、「期待される職員像」
等に示されている。その「社協・福祉職員像」を目標として、ともに組織人としての自己
改革を行い、区民の信頼をもとに地域福祉を推進するため、私たちが日常的に心がけ、実
行するための行動指針を以下のとおり定める。

　１　職員は自己の人生観、価値観及び利害により区民との関係を形成しない。

　２　職員は、接客、電話応対等の際、分け隔てなく、「傾聴、親身、迅速」を旨とし、挨拶、
名乗りから用件の済むまで、明るく、真摯に接する。

　３　職員は、環境意識を高め、日常的にごみの減量とリサイクル及び節電・節水など、
省エネ、省資源に努める。

　４　職員は、身だしなみ、行動、会話など常に TPOを心がける。

　５　職員は、危機管理意識をもち、災害や非常事態に備える。緊急連絡、社協業務のた
めの職員名簿等は適切に保管し、目的外に使用しない。

　６　職員は、業務に必要ない情報機器の使用、ことにインターネット利用等を行わない。

　７　職員は、自らの席で業務以外の携帯電話の発信は行なわない。家族からの緊急連絡
受信等は、原則として固定電話による。

　８　職員は、適切な情報管理や、他の職員にも必要な書類等の保管場所がすぐ分かるな
ど情報共有のため、常に整理整頓に努める。

　９　職員は、金券類、ことに現金を取り扱う場合、細心の注意を払う。

１０　勤務中の嗜好品、茶菓等の摂取には節度を保つこと。

資料２
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まで誠意をもって相談に応じる力がある。
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（４）事務管理面＝業務の優先順位を自ら管理でき正確かつ効率的に事務事業処理が進
行できる職員。
文章表現力＝書類作成力や事務事業の進行管理・処理能力が高い。

２　人間性に富んだ中野社協の職員＝五感をバランス良く活用できる職員

（１）先が読め、常に最新の保健福祉情報を把握し、区民に説明できる。
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（１）職員一人ひとりの力を最大限発揮しながら、互いに補える力を持っている。
（２）職階に関わらず、必要な時に適切なリーダーシップがとれ、相手の意見を尊重し
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資料１
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資料４

２００７（平成１９）年度：城西ブロック社会福祉協議会
中堅職員研修（モデル事業）

１．実施の目的
　社会福祉法、介護保険法、障害者自立支援法など福祉を取り巻く状況は、ここ数年で大きく変化
した。また、指定管理者制度やＮＰＯ法人などにより、公助には民間活力の導入が図られ、社会福
祉法人のあり方が問われている。
　こうした中で、社会福祉協議会は、他の社会福祉法人とは異なり、社会福祉法に規定されている
とおり、地域福祉活動推進の中核的役割を果たすことが役割とされ、全国にネットワークを有して
いる社会福祉法人である。そこで、社会福祉協議会の経営・運営の核となるプロパーの中堅職員の
資質向上を図るため、モデル事業として城西ブロック社協中堅職員研修を実施する。
２．主催
　　城西ブロック社会福祉協議会事務局協議会
３．企画担当
　　中野区社会福祉協議会
４．内容・期間
　　下記のとおり平成１９年６月から７月の 4日間講座
（１）１日目：6月２１日（木）１６時～１９時
　　テーマ：「各社協経営の今後の課題・各社協固有職員から報告」
（２）２日目：6月２８日（木）１６時～１９時
　　３日目：7月 5日（木）１６時～１９時
　　テーマ「目標設定の仕方、タイムマネジメント」
　　　　　講師：（株）エム・マインド　刈田　範博　氏
（３）４日目：7月１２日（木）１６時～１９時
　　社会福祉法人で働く職員としての自覚
　　　　　　講師：ＮＰＯ法人Ｕビジョン研究所　飯村　史恵　氏
（４）開催時間
　　４日間とも午後 4時から 7時を予定しています。
　　最終日には、会費制で懇親会を予定します。
（５）会場
　　4日間ともスマイルなかの（中野区社会福祉会館）3階会議室

５．参加者
　　城西ブロック社会福祉協議会の各事務局長が指名する固有職員
　　各社協５名以内
６．経費
　城西ブロック社会福祉協議会事務局協議会から５万円を負担する。
　その他に要する経費は、中野社協が東社協から助成を受けている「新しい社協活動協働開発事業」
を活用する。

※この研修会は、東京都共同募金会の配分金（６０周年記念事業）により実施します。
※この研修会は、モデル事業として、中野区社会福祉協議会が企画し、城西ブロック社会福祉協議会
事務局協議会が主催して実施します。
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２００８年度 地域担当制担当者一覧
（2008 年 4 月 1日現在）

南部地域担当責任者…地域福祉課長：松本　洋子

北部地域担当責任者…総務課長：秋元　健策

総括責任者…事務局次長：木内　浩

★お知らせ★
中野区社会福祉協議会　会員募集

　　　　普通会員　年　１，０００円から（個人、商店、グループなど）
　　　　団体会員　年　５，０００円から（地域団体など）
　　　　特別会員　年１０，０００円から（個人、企業など）
　　　　　●問合せ　総務課　℡５３８０－０７５１

使用済み切手、インクカートリッジ、書き損じハガキ、
未使用のプリペイドカード、商品券集めています。

　　　　　●問合せ　中野ボランティアセンター　℡５３８０－０２５４

資料３

新　 井 丸山　建一郎 （総務課）
江 古 田 吉 野　 浩 （中野ボランティアセンター）
沼　 袋 黒木　俊一郎 （アシストなかの・権利擁護センター）
野　 方 大 友　 昌 一 （総務課）
大　 和 阿久澤　仁美 （ほほえみサービスセンター）
鷺　 宮 小 山　 奈 美 （アシストなかの・権利擁護センター）
上 鷺 宮 松 尾　 由 佳 （総務課）

南 中 野 関 根　 勉 （総務課）
弥 　 生 志田　久美子 （ほほえみサービスセンター）
東 　 部 出 竹　 美 奈 （ほほえみサービスセンター）
鍋 　 横 佐々木　祐二 （中野ボランティアセンター）
桃 　 園 片 岡　 淑 子 （総務課）
昭和・東中野 谷 内　 孝 （ほほえみサービスセンター）
上 高 田 関　 真 実 （中野ボランティアセンター）
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資料４
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中堅職員研修（モデル事業）
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　その他に要する経費は、中野社協が東社協から助成を受けている「新しい社協活動協働開発事業」
を活用する。

※この研修会は、東京都共同募金会の配分金（６０周年記念事業）により実施します。
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事務局協議会が主催して実施します。
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２００８年度 地域担当制担当者一覧
（2008 年 4 月 1日現在）

南部地域担当責任者…地域福祉課長：松本　洋子

北部地域担当責任者…総務課長：秋元　健策

総括責任者…事務局次長：木内　浩

★お知らせ★
中野区社会福祉協議会　会員募集

　　　　普通会員　年　１，０００円から（個人、商店、グループなど）
　　　　団体会員　年　５，０００円から（地域団体など）
　　　　特別会員　年１０，０００円から（個人、企業など）
　　　　　●問合せ　総務課　℡５３８０－０７５１

使用済み切手、インクカートリッジ、書き損じハガキ、
未使用のプリペイドカード、商品券集めています。

　　　　　●問合せ　中野ボランティアセンター　℡５３８０－０２５４

資料３

新　 井 丸山　建一郎 （総務課）
江 古 田 吉 野　 浩 （中野ボランティアセンター）
沼　 袋 黒木　俊一郎 （アシストなかの・権利擁護センター）
野　 方 大 友　 昌 一 （総務課）
大　 和 阿久澤　仁美 （ほほえみサービスセンター）
鷺　 宮 小 山　 奈 美 （アシストなかの・権利擁護センター）
上 鷺 宮 松 尾　 由 佳 （総務課）

南 中 野 関 根　 勉 （総務課）
弥 　 生 志田　久美子 （ほほえみサービスセンター）
東 　 部 出 竹　 美 奈 （ほほえみサービスセンター）
鍋 　 横 佐々木　祐二 （中野ボランティアセンター）
桃 　 園 片 岡　 淑 子 （総務課）
昭和・東中野 谷 内　 孝 （ほほえみサービスセンター）
上 高 田 関　 真 実 （中野ボランティアセンター）
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　図―１「会費額と会員数の推移　平成１４年度～平成１８年度」
 

₇ 事業内容

（平成１８年度）
財政部会では、部会委員から次のような質問が出されました。

・自分の家にもきていると思うが、自分自身が会員になっているのかどうか分らない。
・市民も「会員」なのかどうか、分っていないのではないか？
・会費や寄付は何に使われているのかよく分らない。
・寄付とかがいろいろな所から回ってくる。何が「会費」で「寄付」なのか分らない。
・社協の位置付けが明確でない。市との関係が分らない。
・パンフレットは見る気がしない。

部会委員は、社協役員や社協協力団体から選出しています。その協力団体の構成員にお
いても、「社協」に対する理解や認識が非常に薄いことを実感すると共に、市民には更に
その理解や認識が薄いという結論に至りました。また委員からは、「会員特典」や「会員グッ
ズ」を設けたとしても、それが直接現状の問題解決につながるとは言えないという意見も
出されました。そもそも「社協会員」は「寄付」に近い「会員制度」であり、いわゆるス
ポーツジムなどの「利用会員」とは区別されるべきもので「参加型の会員」と位置付ける
べきものとも言えます。しかし、これまで関わりのなかった住民に対する会員制度へのＰ
Ｒとして、「会員特典」を取り入れていくことによる効果も期待できるとの意見もあり、「社
協ふくし講座（映画上映会）」で会員特典を付加してみました。

また、議論を重ねていくうちに、当初掲げていた目的である「会員拡大への工夫」「新
しい寄付への工夫」「収益事業の検討」を実現させるための大事な要素が「広報活動の強化」
であると結論が出されました。更に、広報活動の強化のキーワードとして、「透明性」と「分
かりやすさ」が挙げられました。

そこで、これまで自治会・町内会を中心に配布していた会員会費増強用パンフレット「こ
んにちは社協です！」の内容を全面的にリニューアルし、「会員会費特別号　ふくし（平
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₁ 事業名：「基盤強化と広報活動」

₂ 実施期間：平成１８～１９年度

₃ 実施社協

　　  社会福祉法人国分寺市社会福祉協議会（総務担当）
　　  〒１８５－０００３　国分寺市戸倉四丁目１４番地
　　  ＴＥＬ：０４２－３２４－８３１１／ＦＡＸ：０４２－３２４－８７２２

₄ 国分寺市の特色（平成 20 年 4 月現在）

　　人　口　　　　　１１６，７６５人
　　世帯数　　　　　５５，０１１世帯
　　自治会数　　　　　  １２４自治会
　　自治会加入世帯　２２，６５９世帯（全世帯の約４１％）

₅ 総経費

　　１，７７５，２８９円（うち助成金額１，５００，０００円）

₆ 取り組みのねらいや背景

　平成８年度をピークに、自主財源である会員会費をはじめ寄付金・募金などが減少して
きました。会員会費では、５年間で約２３０万円の減少であり、また、協力者数について
も約１，８００人の減少となりました（図―１）。このままでは、本会が取り組む住民主体
の小地域福祉活動へも少なからず影響が懸念されました。
　そこで、平成１８年度に設置した「第２期国分寺市地域福祉活動計画」の中に、作業部
会の一つとして「財政部会」を設け、財政基盤強化の推進方策についても検討することに
なりました。具体的には、①会員拡大への工夫、②新しい寄付への工夫、③収益事業の検
討の 3 点に着目し、現状分析と今後の対応策について検討が加えられました。
　その結果、「社協会員システムの構築」や「会員のメリット性」「会員推進グッズ」など
の具体的な事業イメージが示されました。

社協のＰＲ強化と会員制度の充実に向けて
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国分寺市社会福祉協議会
経営改革・事業見直しに関する取り組み

小冊子は、社協の会員増強用としても、自治会・町内会の加入促進用としても活用できる
ことが大きな特色です。

　図－３　「区分別　自治会取りまとめ表」
 

₈ 事業の成果・効果

（成果・効果）
　「会員会費特別号　ふくし」の効果として、前年度比で会員数は微増しました（図―４、
５）。会費金額は大幅なダウンにならなかったものの、依然として減少傾向が続いていま
す。しかし、寄付（会員会費を除く）については、指定寄付以外ではほぼ横ばい状態が続
き、固定的な寄付者以外の新たな寄付者が増えてきています。（図―６）
　広報活動について、配布方法の変更や紙面の工夫をしたことにより、自治会・町内会未
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その他 3,045,000 283,786 621,465

合計 9,107,768 5,004,993 8,163,628

会員会費 赤い羽根共同募金 歳末たすけあい
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成１９年度版）」（図―２）として、全世帯配布に切り替えました。紙面では、会費や寄付
金・募金が社協事業に活用されていることや、社協事業の紹介をマンガを活用して説明し
ました。

図―２　「平成１９年度会員会費特別号　ふくし」
 

（平成１９年度）
　更に、収入面ばかりだけではなく、支出面についての見直しを目的とした「社協事業見
直し委員会」を新たに設置し、既存事業の見直しに取り組みました。理事会では、踏み込
んだ協議ができない各事業について、委員会では、事業のこれまでの成果を尊重しつつも、
現状に即した事業展開がなされているかどうかを踏まえ協議を重ねました。
　また、会員会費の現状分析を踏まえ、これまで未着手であった自治会・町内会未加入者（ま
たは、未加入地域）や若い世代、大型マンションの住民等への広報手段として、全編マン
ガを取り入れた小冊子「しゃきょうマガジン」を発行しました。この小冊子では、社協に
ついてだけではなく、自治会・町内会についても触れており、作成にあたっては実際に自
治会・町内会の役員と懇談を重ね、現在自治会・町内会が抱えている問題や活動内容及び
意義などについて、マンガに盛り込みました。
　現状では、会費をはじめ、赤い羽根共同募金・歳末たすけあい募金について、全体の
８２％を自治会・町内会の協力（図―３）により集められています。しかし、自治会・町
内会も加入者の減少（高齢を理由に退会するなど）や大型マンションの住民が自治会・町
内会に加入しないというケースも多く、また、役員の担い手不足など多くの課題を抱えて
います。そうした自治会・町内会の課題の多くは、社協の課題とも類似しています。この
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図―６　「寄付金額の推移（会員会費除く）」
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広報紙ばかりではなく、より分かりやすく工夫することが必要です。更に、職員一人ひと
りが限りある大切な財源をどのように活用していくのかを認識することが必要と考えてい
ます。

2,000,000

4,000,000

6,000,000

8,000,000

10,000,000

12,000,000

14,000,000

寄付金額の推移（会員会費除く）

寄付合計 12,933,897 2,681,804 5,060,729 7,006,357 5,255,659 5,126,791

指定寄付 10,000,000 0 1,600,000 2,000,000 0 0

一般寄付 2,933,897 2,681,804 3,460,729 5,006,357 5,255,659 5,126,791

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

2008協働事業報告書.indd   93 2008/06/12   16:20:08

92

実践報告
加入者から広報を通じて直接会員加入や寄付申込みが多くあった他、以下のような市民の
声が寄せられました。
・２０年以上住んでいるが、初めて会員会費について知ることができた。
・会員になると色々と面倒かもしれないので、寄付をします。
・自治会としては、会員だと縛りがあるようで集めにくい。寄付だと協力者も多いと
思うのだが…。

・会員ならば、もっとメリットを明らかにしないと集まらないのではないか。
・今まで、社協は市役所の一部だと思っていた。

図―４　「会費額と会員数の推移」

 

図―５　「寄付金額と寄付者数の推移」
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実践報告

東京都社会福祉協議会　担当者コメント
（池田明彦／真鍋亜紀）　

　国分寺市社協が取り組まれた会員の増強や社協のＰＲは、今日、特に関心の
高いテーマとなっています。このテーマは「なんとか会員の減少を防ぎ、会費
も増強したい」という矮小化された議論になってしまいがちですが、そもそも
社協は何を目指している団体なのか、そのことが住民に伝わっているのかを考
える必要があります。
　今回、国分寺市社協では、会員・会費がどのような意味を持つのか、あらた
めて考え、社協の取り組みを伝える「会員会費特別号」や「しゃきょうマガジン」
を作り出したことは評価すべき事項です。また、町会・自治会未加入者にも積
極的にアプローチしたことも新たな試みです。このテーマは永遠の課題ですが、
「この社協に協力したい」と住民等に思われる社協づくりが今後も課題となって
きます。
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西東京市社会福祉協議会
経営改革・事業見直しに関する取り組み

（２）西東京市社協
・旧両市の社協ともに、昭和６０年～平成７年にかけて市からの受託事業（デイサービ
ス）及び作業所の運営を展開していました。施設運営を中心とした在宅福祉サービス
の比重の高い（予算規模、職員数など）、いわば「直接サービス提供型社協」として
の骨格はこの時期に形成されています。現在、在籍する多くの職員はこの時期に採用
されています。

・合併に際しましては、各事業についてそのまま全てを実施していくことでスタートし
ました。しかし、合併後の西東京市社協を取り巻く状況は、社会福祉基礎構造改革に
よる大きな制度改革が次々に行われるなど、大変厳しい時代に突入しました。

・このような状況のなか、西東京市社協は、平成１４～１５年度にかけて、市民参画に
よる西東京市地域福祉活動計画策定委員会を設置し、合併後の西東京市社協の羅針盤
ともなる基本計画として、第 1次地域福祉活動計画を策定しました。『西東京市地域
福祉活動計画』（平成１６年３月策定。計画期間・平成１６～２０年度）は、「一人ひ
とりの個性をいかし、ともに支えあい、みんなでつくる私たちのまち」を基本理念と
して、西東京市の市民一人ひとりが地域福祉の充実のために、自ら活動の主役となっ
て実践していくことを目的としております。
平成２０年度におきましては、上記第 1次地域福祉活動計画の達成評価、見直しを

踏まえ、第２次地域福祉活動計画策定委員会を設置し、策定に取り組んでいます。

₅ 総経費

　　１，５９１, ８５３円（うち助成金額１，５００，０００円）

₆ 事業実施の背景

（１）経営委員会の設置
・『西東京市地域福祉活動計画』では、

西東京市社協の事業体制の確立のため「社会福祉協議会には、経営の観点に立って、
サービス事業者としてのみならず、小地域福祉活動やボランティア活動、市民活動の
推進なども含めた社協の活動・事業全般を通じて、地域福祉活動を推進していくこと
が求められています。そのためには、経営の観点に立った活動・事業運営理念と責任
体制の明確化を図るとともに、事務局体制の再構築を図ることが重要です。」
具体的事業として「経営委員会の設置」「社会福祉協議会発展・強化計画の策定」

が提起されました。
そこで、平成１７年３月に経営委員会を設置。経営委員会では当面 2ヵ年で、事業

運営のビジョンや目標を明確にし、地域福祉活動計画の内容などを踏まえ、その実現
に向けた組織、事業、財務に関する具体的な取組みを明らかにする「マスタープラン
（社協発展・強化計画）」を策定し、会長に提言することを任務としました。

（２）経営委員会の常設化
・平成１９年度より、平成１９年３月 ｢西東京市社会福祉協議会マスタープラン～改革
への指針～｣ の完成とともに、経営改革推進事業の継続性を図り、経営委員会を隔月
開催の常設化として、マスタープランに示された「改革の 5つの柱」に対する具現化
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経営改革推進事業
　－マスタープランの具現化に向けて－

₁ 事業名：経営改革推進事業　－マスタープランの具現化に向けて－

₂ 実施期間：平成１８～１９年度

₃ 実施社協

　　  社会福祉法人西東京市社会福祉協議会（総務課法人運営係）
　　  〒２０２－００１３　東京都西東京市中町一丁目６番８号 保谷東分庁舎内
　　  ＴＥＬ：０４２－４３８－３７７４   ＦＡＸ：０４２－４３８－３７７２

₄ 西東京市及び西東京市社協の概況

○平成１３年 1 月２１日に旧田無市と旧保谷市が合併。西東京市は２１世紀最初に新設
合併により誕生した市です。

○平成１３年４月に旧両市の社会福祉協議会が合併。
（１）西東京市

・位置…東西に細長い東京都のほぼ中央北部。新宿や池袋へ電車で約 20 分。旧両市と
もベッドタウンとして発展してきました。

・面積…１５．８５ｋ㎡（東西に４．８㎞、南北に５．６㎞）
・人口…合併時は１７９，７１０人。

平成２０年５月１日現在、下表のとおりです（世帯数８７，２３７世帯）。

・合併前後から、企業 (三共製薬、住友重機械工業〔敷地の一部〕、石川島播磨重工業 )移
転後、跡地への大型マンション建設が続き、人口は増加傾向にあります。

シチズン時計本社・田無工場、損保ジャパン事務本部ビル、アニメ「ドラえもん」
「あたしンち」を製作しているシンエイ動画などが所在しています。スカイタワー西

東京は、通称西東京タワーまたは田無タワーと呼ばれ、高さ 195m で日本の塔では 6
番目の高さとなっています。

全人口 65 歳以上人口 高齢化率
合　計 193,501 人　 37,923 人 　19.6％
男　性   95,408 人 16,081 人 　16.9％
女　性   98,093 人 21,842 人 　22.2％
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実践報告
に向けた取り組みを進めています。

（３）職員の意識改革・人材育成
 ・本事業を推進するため、職員の意識改革・人材育成と資質の向上を目的とした外部研

修への参加ならびに、内部研修による啓発、を推進することとしました。
（４）協働開発事業としての位置づけ

 ・東社協への支援依頼として、（1）、（2）の経営委員会へは委員として参画していただき、
他社協などの情報提供やファシリテーター的役割をお願いしてまいりました。

　また、（3）の職員の意識改革・人材育成については、職員研修等の企画への相談にも
のってもらうこととしました。

₇ 事業の実施状況

平成１８年度
（１）経営委員会によるマスタープランの策定

　　①既に設置されていました経営委員会による先進社協の視察（１７年８、９月）
　　②経営委員会からの「中間報告書～改革の提案～」が示される（１８年３月）
　　③西東京市社会福祉協議会の将来像に関するアンケート実施（１８年８、９月）
　　　対象者：理事、監事、評議員、正規職員、嘱託職員、臨時職員
　　④職員によるワーキンググループの立ち上げ（１８年 7 月～１２月）
　　　3 部会 26 名参加、中間報告書の検討と具体的提案を行う
　　⑤西東京市社会福祉協議会マスタープラン～改革への指針～を策定（１９年３月）

（２）職員の意識改革にむけた職員研修について
　◎研修関係

①市区町村社協基幹職員研修
　全社協主催 7 月共通コース・４名参加
　市区町村社協基幹職員研修
　全社協主催２月選択コース・１名参加
②社協活動全国会議
　全社協主催１０月・1 名参加
③職層別研修〔指導的職員研修〕
　福祉人材センター主催１２月・１１名参加
　参加職員：（全係長職（市派遣職員１名除く））
④区市町村社協マネジメント研修
　東社協主催２月及び３月・４名参加
⑤職層別研修〔管理職研修〕
　北北ブロック主催で独自開催　１月２７日 ( 土 ) 
　全６社協より全事務局長含み計１２名参加（内、当会は全管理職参加）
　テーマ：「社会福祉協議会の動向と管理職員の役割」
　講  師：清水皓穀氏（エイデル研究所）
⑥職層別研修〔主事職研修〕
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　西東京市社協として独自開催　３月１６日 ( 金 ) 
　主事職２２名（主事職の 7 割が参加）及び係長、管理職含め計 26 名参加
　テーマ：「社会福祉協議会の歴史と今後の展望」
　講　師：和田敏明氏（ルーテル学院大学教授）
⑦管理監督者研修「メンタルヘルス研修」〔係長及び管理職対象〕
　西東京市社協として独自開催　３月１２日 ( 月 ) 西東京市役所保谷庁舎にて
　対象職員全員１６名参加　
　テーマ：「職場の健康づくりと管理監督者の役割」
　講　師：伊東正裕氏（新潟医療福祉大学教授）

　◎資料等の購入（全社協より）
①「地域総合相談生活支援システムの構築にむけて」
　経営委員会及び職員担当チーム、ワーキンググループの資料として活用
②「市区町村社協発展・強化計画策定の手引き」
　経営委員会及び職員担当チームの資料として活用
③「社協新人職員ハンドブック」
　全正規職員に配付。主事職研修の事前学習資料として活用）

平成１９年度
（１）マスタープランの具現化に向けて

前述のように経営委員会を隔月開催常設化として、平成１９年３月に出来上がった西
東京市社会福祉協議会マスタープランの「改革の５つの柱」は次のとおりです。

《改革の５つの柱》
   第１の柱：介護保険法改正・障害者自立支援法などの変化に向けた事業展開
   第２の柱：地域総合相談・生活支援への取り組み
   第３の柱：財源の見直し
   第４の柱：人事計画・人材育成の模索
   第５の柱：事業執行体制の見直し

  
その具現化に向けての第 1 歩として、マスタープランで示された ｢５つの柱｣ につい

て理事会の席で経営委員会委員による説明ならびに意見交換会（初めての試み）、職員
へ「５つの柱」についてのアンケート及び意見交換会を実施しました。

①理事会との意見交換会の実施
　　日   　 時：平成１９年１１月２７日（火）午前１０時～
　　参加人数：理事・監事１１名  経営委員会委員３名  事務局 5 名
　　内   　 容：５つの柱についての説明及び意見交換
            　　　　特に、財源に関する会員会費の取り組みについて意見が交わされた
　　考    　察：理事会をはじめ、評議員会とも意見交換の場を持ち、定期的に情報の提供

西東京市社会福祉協議会
経営改革・事業見直しに関する取り組み
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実践報告
　　　　　　　や交流を進めていくことが望まれます。
　②職員 ( 正規 ) アンケートの実施
　　期  　  間：平成２０年 1 月８日～２０日
　　　　　　　回収人数：３７名（回収率 ７７ ％）
　　内    　容：５つの柱について、それぞれの現状、課題、提案、その他意見を記述形式
　　　　　　　で回答してもらいました（無記名式）
      ③職員 ( 正規 ) との意見交換会
        日   　 時：平成２０年 1 月２９日（火）午後６時３０分～８時３０分
        参加人数：職員３２名  経営委員会委員５名
        内   　 容：２グループに分かれて意見交換
                  　　事前アンケートを行っていましたので、各職員の思いや考えを改めて発言
　　　　　　　する場となりました。
    　考　　察：各職員の現状にある思い、そして各部署における改革に向けた課題等を話
　　　　　　　すことで共有が図れたと思います。中長期的な展開への取り組みが今後の
　　　　　　　課題でもあります。　

（２）職員の意識改革に向けた職員研修について（継続取り組み）
　◎研修関係
　①東社協新任職員研修
　　東社協主催  ５月・１名参加
　　市区町村社協基幹職員研修
　　全社協主催  １０月・選択コース 1 名参加
　②社協活動全国会議
　　全社協主催  １１月・1 名参加
　③区市町村社協会長・役員・事務局長研究協議会
　　東社協主催  7 月・２名参加
　④関東ブロック郡市区町村社協職員合同研究協議会
　　東社協他主催  ７月・３名参加
　⑤冬の公開研究セミナー
        テーマ「コミュニティソーシャルワークと社会福祉専門教育」
　　日本地域福祉研究所主催  １２月・３名参加 
　⑥都内区市町村社会福祉協議会コミュニティワーク研修
　　東社協主催  １２月・１名参加
　⑦労務管理 衛生推進者養成講習会
        社団法人三鷹労働基準協会主催  ２月・１名参加
　⑧労務管理 社会福祉法人事業者人事制度運用研修
        東社協・福祉人材センター研修室主催  ２月・２名参加
　⑨全社協「地域の福祉力セミナー」
    　全社協主催  ２月・２名参加
　⑩地域協同推進フォーラム
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　　地域協同推進フォーラム実行委員会主催  ２月・２名参加
　⑪地域福祉フォーラム２００７
　　テーマ「東京における新たな地区社協づくり」
　　東社協主催  ２月・２名参加
　⑫内部職員研修〔管理職、係長職、主事職研修〕
　　西東京市社協独自開催　1 月１０日 ( 木 ) １８時～２０時
　　会　場：田無総合福祉センター視聴覚室
　　　　　　正規職員３７名参加

※初めての試みとして、参加できなかった職員へは研修内容を DVD に録画
し、復命書を促しました

　　テーマ：「コミュニティソーシャルワークとは何か
　　　　　　～地域福祉における社協の役割から考える～」
　　講  師：森本 佳樹 氏（立教大学教授）

コミュニティソーシャルワーク研修風景

　⑬内部職員メンタルヘルス研修〔主事職対象〕
　　西東京市社協独自開催　２月２８日 ( 木 ) １６時１５分～１８時
　　会　場：田無総合福祉センター視聴覚室
　　　　　　主事職２６名 及び管理職、係長職含め 合計３０名参加　
　　テーマ：「職場のメンタルヘルスセルフケア
        　　　　 ～自らの心の健康に目を向け心身ともに健康を保つために～」
　　講　師：安藤   亘 氏
　　　　　　（社会福祉士・精神保健福祉士事務所 i さぽーとステーション代表）

西東京市社会福祉協議会
経営改革・事業見直しに関する取り組み
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東京都社会福祉協議会　担当者コメント
（川井誉久）　

　近年、介護保険制度の大幅な改正、障害者自立支援法の施行、指定管理者制
度の導入などにより、多くの区市町村社協が経営のあり方を根本的に見直すこ
とが求められています。西東京市社協においても、施設サービスを中心とした
既存事業の見直しといういわば大きな逆風の中で「経営再構築」の検討が開始
されました。折りしも機を一にして、国においては社協の基本的な役割をあら
ためて明確にする検討が進められています。
　西東京市社協がマスタープランにより提起した「地域福祉マネジメント型へ
の転換」は、まさにこうした潮流を先取りしたものといえます。広範な職員参
加と役員のリーダーシップにより取り組まれたこの実践が、近い将来、全国の
社協をリードするような形で大きく花開くことが期待されます。

西東京市社会福祉協議会
経営改革・事業見直しに関する取り組み
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実践報告

メンタルヘルスセルフケア研修風景

₈ 事業の成果・効果及び課題

〔成果・効果〕
・多くの職員、管理職、役員が、何らかの形で本事業に参加しました。単年度のみなら

ず、複数年度にまたがる事業により、継続の重要性、中長期的視点の必要性を改めて
認識するとともに、経営改革に対する危機意識を高めることができたと思います。

〔課題〕
・今後のマスタープラン具現化の体制づくりと進行管理についての検討。また、事務局

をはじめとして、役員、各職員への継続性のある経営改革の意識付けと人材育成及び
組織体制の検討も必要であると考えています。

₉ 今後に向けて

（１）経営委員会を常設化したことにより、「マスタープラン」の具現化への取り組みを
推進しながら、併せて進行管理的役割を行う。

（２）「マスタープラン」で提起されている、コミュニティ・ソーシャルワークを実践で
きる体制づくりとして、人材育成の観点からも全職員を対象に資質向上の研修を継
続して実施していきたいと考えています。

（３）２０年度、単年度で見直し・策定となる「第２次地域福祉活動計画」と「マスター
プラン」で示された取り組み課題を部分的にリンクさせながら、新しい「地域福祉
活動計画」として策定に取り組めていければと思います。
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東京都社会福祉協議会　担当者コメント
（川井誉久）　

　近年、介護保険制度の大幅な改正、障害者自立支援法の施行、指定管理者制
度の導入などにより、多くの区市町村社協が経営のあり方を根本的に見直すこ
とが求められています。西東京市社協においても、施設サービスを中心とした
既存事業の見直しといういわば大きな逆風の中で「経営再構築」の検討が開始
されました。折りしも機を一にして、国においては社協の基本的な役割をあら
ためて明確にする検討が進められています。
　西東京市社協がマスタープランにより提起した「地域福祉マネジメント型へ
の転換」は、まさにこうした潮流を先取りしたものといえます。広範な職員参
加と役員のリーダーシップにより取り組まれたこの実践が、近い将来、全国の
社協をリードするような形で大きく花開くことが期待されます。

西東京市社会福祉協議会
経営改革・事業見直しに関する取り組み
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実践報告
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西東京市社会福祉協議会
経営改革・事業見直しに関する取り組み

社会福祉法人西東京市社会福祉協議会組織図（平成２０年４月１日現在）

　会　　　長

　副　会　長（２名）

　常 務 理 事（１名）

＜理  事  会＞（１５名） 事務局長 総　務　課（課長１） 法人運営係
　（正職５・非正規１）

福祉サービス支援係
　（正職５・非正規４）

＜監　　事＞（２名）

＜評議員会＞（４０名） 地域福祉課（課長１） 地域福祉推進係
　（正職７・非正規１0）

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ ･ 市民活動ｾﾝﾀｰ係
　（正職２・非正規２）

福祉コミュニティ係
　（正職２・非正規１）

施　設　課（課長１） 田無障害者福祉ｾﾝﾀｰ係
　（正職６・非正規１９）

保谷障害者福祉ｾﾝﾀｰ係
　（正職６・非正規１４）

障害者通所作業所係
　（正職４・非正規８）

福祉作業所係
　（正職５・非正規８）

[ 事務局体制 ]　３課９係

[ 職 員  構 成 ]　正規職員４６人（うち西東京市からの派遣１人）非正規職員６７人

　・管理職　　　４人（事務局長１、課長３）

　・係長職　　１０人

　・主事職　　３２人

◎合併時（平成 13 年４月）は
[ 事務局体制 ]　５課１４係

[ 職 員  構 成 ]　正規職員７１人（うち西東京市からの派遣５人）非正規職員７７人

　・管理職　　　７人（事務局長 1、課長職６）

　・係長職　　１４人
　・主事職　　５０人

経営委員会、地域福祉活動計画策定委員会等の委員会の設置
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実践報告
　　　　　　　組織体制の推移

社会福祉法人西東京市社会福祉協議会　組織図（平成１８年４月１日現在）

参　考

　会　　　長

　副　会　長（２名）

　常 務 理 事（１名）

＜理  事  会＞（１５名） 事務局長 総　務　課（課長１） 庶務係
　（正職５・非正規１）

福祉サービス支援係
　（正職２・非正規２）

谷戸高齢者在宅ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ係
　（正職３・非正規９）

＜監　　事＞（２名） 田無高齢者在宅ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ係
　（正職３・非正規１０）

＜評議員会＞（４０名） 地域福祉課（課長１） 地域福祉推進係
　（正職７・非正規１１）

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ ･ 市民活動ｾﾝﾀｰ係
　（正職２・非正規２）

施　設　課（課長１） 田無障害者福祉ｾﾝﾀｰ係
　（正職４・非正規７）

保谷障害者福祉ｾﾝﾀｰ係
　（正職３・非正規１１）

田無障害者作業訓練室係
　（正職４・非正規３）

心身障害者生活訓練室係
　（正職４・非正規７）

障害者通所作業所係
　（正職４・非正規８）

福祉作業所係
　（正職５・非正規９）

[ 事務局体制 ]　３課１２係

[ 職 員  構 成 ]　正規職員５０人（うち西東京市からの派遣２人）非正規職員８０人

　・管理職　　　4 人（事務局長１、課長３）

　・係長職　　１２人

　・主事職　　３４人

経営委員会、地域福祉活動計画進行管理委員会等の委員会の設置
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